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令和８ 年度（ 箱根町） 不動産共同公売（ 期間入札） のし おり  

 

第１ 章 手続き の概要 

  こ の手続き は、 差押財産を 公売する にあ たり 、 執行機関において 入札期間 

を 定め、そ の期間内に郵送によ る 方法で入札を 受け付け、開札日に開札を 行 

い、 最高価申込者を 決定の上、 売却する も のです。  

 

＜公売手続の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ※ 売却決定の日ま でに、 最高価申込者が暴力団員等に該当し な いこ と の調査の結

果が明ら かになら ない場合には、 売却決定の日時及び買受代金の納付の期限が変

更さ れま す。  

 

第２ 章 公売公告から 入札ま での手順 

 １  公売公告  

   公売公告には、 売却区分番号、 公売財産の種類、 公売財産の見積価額

及び公売保証金額、 入札期間、 開札の日時・ 場所等が記載さ れており 、

箱根町の掲示板に掲示さ れま す。  

買受けを 希望する 財産について 、公簿や現況確認等によ り 、 必要な 情 

報の収集を 行っ て く ださ い。  

 

２  公売参加資格 

( 1)  原則と し て 、 ど な たでも 公売に参加する こ と ができ ま す。  

    た だし 、 以下の方は公売に参加する こ と ができ ま せん。  
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滞納者及び公売会場への入場、入札等を 制限さ れて いる 者（ 国税徴 

収法第92条及び第108条に該当する 者） 並びに同法99条の２ 各号に該 

当する 者（ 暴力団員等） は公売に参加する こ と はでき ま せん。  

※ 入札者の方には「 暴力団員等でな い旨の陳述書」 を 提出いた だ 

き ま す。 陳述書の提出がな い場合は入札が無効にな り ま す。  

( 2)  代理人が入札する 場合には、本人の「 委任状」を 提出し て く ださ い。  

( 3)  共同で入札する 場合には、 共同入札代表者を 定め、「 共同入札代表 

者の届出書」及び共同入札者全員分の「 委任状」を 提出し て く ださ い。  

ま た 、その場合の入札は「 共同入札用」の入札書を 使用し て く ださ い。  

( 4)  入札する 公売財産が「 農地等」 の場合には、「 買受適格証明書」 を  

提出し て く ださ い。  

 

 ３  公売手続き について  

( 1)  公売参加申込メ ールの送付 

    神奈川県や箱根町のホームページの公売情報や広報誌に掲載の箱根

町のメ ールア ド レ ス 宛に公売参加申込メ ールを 送信し て く ださ い。  

    公売参加申込メ ールは、入札参加希望の物件を 所管する 執行機関ご

と にそれぞれ送信する 必要があ り ま す。  

    な お、 電子メ ールによ り がた い場合は、 電話連絡にて 受け 付けま す

ので、 箱根町総務部税務課に連絡し て く ださ い。  

    申し 込み後、 箱根町よ り 公売保証金振込口座等について 御案内い 

た し ま す。  

( 2)  入札書等必要書類の準備 

    入札書その他必要書類は箱根町のホ ーム ページから ダウ ン ロ ード し

て く ださ い。ダ ウ ン ロ ード でき な い場合等は箱根町総務部税務課に電

話連絡のう え、 必要書類を 請求し て く ださ い。  

  ( 3)  公売保証金の納付 

    入札する 公売財産の公売保証金の納付方法について 、箱根町総務部

税務課に連絡し て 確認し て く ださ い。  

   ア  口座振込の場合 

( ｱ)  事前に箱根町に振込指定口座を 確認し て く ださ い。 物件によ

っ て、 執行機関が異な り ま すので、 間違いのな いよ う 御注意

く ださ い。  

※箱根町の物件を 入札する 場合は『 銀行振込によ る 公売保証

金の提供について の注意事項』 を ご 覧の上、 公売保証金の振

込を お願いし ま す。  

( ｲ)  振込時には振込名義人の前に売却区分番号を 入力し 、 振込後
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振込し た 日時場所について 担当あ て に電話連絡く ださ い。  

（ 例）「 ハコ １  ハコ ネタ ロ ウ 」   

( ｳ)  指定口座への振込は、 必ず「 電信」 又は「 至急扱い」 にし て 

く ださ い。  

( ｴ)  複数の公売財産に入札さ れる 場合には、 売却区分番号ご と に

公売保証金を お振込みく ださ い。  

( ｵ)  振込手数料は、 入札参加者の負担と な り ま す。  

( ｶ)  公売保証金は入札期間内に指定口座への着金が完了し て いる

必要があ り ま す。 期間内におけ る 公売保証金の着金が確認でき

な い場合には、 入札は無効と な り ま す。  

( ｷ)  公売保証金の振込後は、 その取消し 又は変更はでき ま せん。  

( ｸ)  振込を 依頼し た 金融機関から 交付を 受けた 「 金融機関の証明 

書（ 振込金受取書）」 の写し を「 公売保証金振込通知書兼充当申 

出書」 に貼り 付け て 、 提出し て く ださ い。  

な お、イ ン タ ーネ ッ ト によ る 振込のた め、「 金融機関の証明書 

（ 振込金受取書）」 がな い場合には、 振込日時、 振込依頼人、 振 

込先口座、 振込金額等がわかる 画面等を 出力の上、 貼付し て く  

ださ い。  

      イ  窓口納付の場合 

公売保証金を 箱根町総務部税務課の窓口で納付する 場合は、現金

で納付し 、 あ わせて 「 公売保証金振込通知書兼充当申出書」 を 提

出し て く ださ い。  

・ 受付時間は平日の8時30分から 17時ま でです。  

( 4)   公売保証金振込通知書兼充当申出書の作成 

  必要事項を 記入し て く ださ い。  

( 5)  陳述書の作成 

入札にあ た っ て 、 買受申込者は「 陳述書」 を 提出する 必要があ り ま  

す。  

ア  「 入札者」 の区分に応じ た 「 陳述書」 を 提出し て く ださ い。  

な お、「 陳述書」 の提出は売却区分ご と と な り ま すので、 複数の 

売却区分に入札する 場合は、 売却区分ご と に「 陳述書」 が必要と  

な り ま す。  

イ  「 陳述書」 には、 個人にあ っ ては住民登録上の住所及び氏名を 、  

法人にあ っ て は、 商業登記上の所在地及び名称を 記載し て く ださ  

い。  

ウ  法人の場合は次の書類が必要にな り ま す。  

( ｱ)  「 陳述書（ 法人用）」（ 必須）  
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( ｲ)  「 入札者（ 買受申込者） であ る 法人の役員に関する 事項」  

（ 必須）  

( ｳ)  「 役員の本人確認書類（ 免許証等の写し ）」  

上記( ｳ) は下記エの書類が添付さ れて いる 場合は不要です。  

エ 次に掲げる 指定許認可等を 受けている 事業者が入札さ れる 場合 

には、「 陳述書」 に指定許認可等を 受け て いる こ と を 証する 書類の 

写し を 添付し て く ださ い。  

( ｱ)  宅地建物取引業の免許を 受けて 事業を 行っ て いる 者 

⇒ 宅地建物取引業の免許証等の写し （ 有効期限が令和８ 年11

月30日以降のも の）  

( ｲ)  債権管理回収業の許可を 受けて 事業を 行っ て いる 者 

⇒ 債権回収業の許可証等の写し  

オ 共同し て入札する 場合、 入札者ご と に「 陳述書」 を 提出し て く  

ださ い。  

カ  自己の計算において 入札等を さ せよ う と する 者がいる 場合は、 

「 自己の計算において 入札等を さ せよ う と する 者に関する 事項」 

を 提出し て く ださ い。  

ま た、自己の計算において 入札等を さ せよ う と する 者が法人の

場合は、「 自己の計算において 入札等を さ せよ う と する 者（ 法人）

の役員に関する 事項」 及び「 法人の全部事項証明書等の写し 」、

「 役員の本人確認書類（ 免許証等の写し ）」を 提出し て く ださ い。  

な お、自己の計算において 入札等を さ せよ う と する も のが宅地

建物取引業又は債権管理回収業の場合には、 上記エと 同様に、 指

定許認可等を 受けている こ と を 証する 書類の写し を 添付し てく だ

さ い。  

こ の場合、 代表者以外の役員の本人確認書類（ 免許証等の写

し ） は提出不要です。  

キ  虚偽の陳述を し た 場合は、 ６ 月以下の拘禁刑又は50万円以下

の罰金に処せら れま す。  

「 陳述書（ 別紙を 含む。）」 の提出がな い場合や記載に不備があ  

る 場合は、 入札等が無効と な り ま すので、 正確に記載の上、 提出 

し て く ださ い。 提出し た 「 陳述書」 に不備があ る 場合は、 入札期 

間内に再提出が必要と な り ま す。 再提出が必要な 方には、 公売担 

当から 御連絡し ま す。  

  再提出が必要と な っ た「 陳述書」 が入札期間内に届かな い場合 

も 、 入札等が無効と な り ま す。  
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４  入札 

  ( 1)  入札必要書類の提出（ 別紙１ 「 入札書等の必要書類一覧」 参照）  

  ア  入札書の記載  

( ｱ)  入札書には、 住民登録上の住所（ 法人の場合は登記上の本店 

所在地）、 氏名（ 法人の場合は商号） を 記載し て く ださ い。  

( ｲ)  一度提出し た 入札書は、 入札期間内であ っ て も 引換え 、 変更 

又は取消し を する こ と はでき ま せん。  

( ｳ)  入札書は同じ 売却区分番号の物件に２ 枚以上入札する こ と は

でき ま せん。２ 枚以上入札さ れた 場合、すべて 無効と な り ま す。  

( ｴ)  入札書を 書き 損じ たと き は訂正し な いで、 新た な入札書を 使 

用し て く ださ い。 様式はホ ーム ページ から ダ ウ ン ロ ード し て プ 

リ ン ト ア ウ ト し た も のを 使用し て く ださ い。  

( ｵ)  共同で入札する 場合は、 共同入札用の入札書を 使用し て く だ 

さ い。 共同入札用の入札書は両面印刷と な っ て おり ま すので、  

表面と 裏面の両方に漏れな く 必要事項を 記入し て く ださ い。  

イ  「 入札書提出用封筒（ 内封筒）」 に入札書を 封入 

( ｱ)  「 入札書提出用封筒（ 内封筒）」 に入札書だけを 入れ、 封を し  

て く ださ い。 入札書以外の書類を 封入し た 場合には、 入札が無 

効と な り ま す。  

( ｲ)  「 入札書提出用封筒（ 内封筒）」 に封入する 入札書は１ 枚に限 

り ま す。 複数の売却区分について入札さ れる 場合は、 売却区分 

ご と に入札書提出用封筒（ 内封筒） が必要と な り ま す。  

   ウ  入札書以外の書類について  

     ● 必ず準備する 書類 

       ( ｱ)  「 公売保証金振込通知書兼充当申出書」  

      ( ｲ)  「 陳述書」  

       ※ 指定許認可等を 受け て いる 場合は免許証等の写し を 添 

付し て く ださ い。  

( ｳ)  本人確認書類 

（ 別紙２ 「 入札形態ご と の本人確認書類例」 を 参照）  

    ● 必要に応じ て 提出する 書類 

   ( ｴ)  「 返信用封筒」（ 入札書提出用封筒受領証返信用） ※持参の場合は不要 

（ 氏名（ 名称） 及び送付先を 記載の上、 切手（ 110円） を 貼 

付）  

( ｵ)  「 委任状」（ 代理人が入札する 場合）  

( ｶ)  「 買受適格証明書」（ 入札する 公売財産が「 農地等」 の場合）  

( ｷ)  「 共同入札代表者の届出書」（ 共同で入札する 場合）  
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( ｸ)  郵送用封筒（ 外封筒）  

入札書等及び上記( ｱ) ～( ｷ) を 封入する のに使用し ま す。  

( 2)  「 郵送用封筒（ 外封筒）」 の提出【 入札期間内必着】  

   入札期間： 令和８ 年10月30日（ 金） ～令和８ 年11月６ 日（ 金）  

     郵送（ 一般書留・ 簡易書留） によ り 提出先に郵送し て く ださ い。 一 

般書留、 簡易書留について は郵便窓口での取扱と な り ま す。 な お、 期 

限を 過ぎ て 到着し た 入札書は無効と な り ま す。  

直接持参さ れる 場合は、 事前に電話連絡のう え 、 箱根町総務部税務

課の窓口ま で持参く ださ い。 な お、 窓口に直接持参さ れる 場合の受付

時間は平日の8時30分から 17時ま でです。  

( 3)  入札期間の終了後、「 入札書提出用封筒受領証」 及び「 保証金領収 

書」 を 郵送（ 直接持参の場合は、 その場で交付） し ま す。  

 

第３ 章 開札期日から 権利移転ま での手順 

 １  開札の日時及び開札の方法【 令和８ 年11月10日（ 火） 午前10時30分】 

箱根町において 開札し ま す。 開札の立会いを 希望する 場合は、 令 

和８ 年11月６ 日（ 金） 午後５ 時ま でに箱根町総務部税務課に御連絡く だ

さ い。  

   入札者又はその代理人が開札の場所にいな いと き は、公売を 担当し て

いない職員が立ち 会っ て 開札し ま す。  

  

２  最高価申込者及び次順位買受申込者の決定 

( 1)  最高価申込者 

    最高価申込者の決定は、 入札書の「 入札価額」 欄に記載さ れた 金額

が見積価額以上で、 かつ、 最高価額の入札者に対し て 行いま す。  

 な お、 最高価額の入札者が２ 人以上いる 場合は、その同価額の入札

者で追加入札を 行いま す。 追加入札の価額が同じ と き は、 く じ によ り

最高価申込者を 決定し ま す。追加入札の日程は別紙３「 公売の日程等」

を 御確認く ださ い。  

  ( 2)  次順位買受申込者 

次順位買受申込者と は、 入札形式で行う 公売において 、 落札者（ 最

高価申込者） が買受代金を 納付し な かっ た 場合な ど に、 公売物件を 買

受け る こ と ができ る 入札者のこ と です。  

    最高価申込者の決定後、 直ち に売却区分ご と に、 以下の条件のすべ

て を 満た す入札者を 次順位買受申込者と し て 決定し ま す。  

   ア  最高入札価額に次ぐ 高い価額で入札し て いる こ と  

   イ  入札価額が、 見積価額以上で、 かつ、 最高入札価額から 公売保証
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金の額を 差し 引いた 金額以上であ る こ と  

    （ 例） 見積価額1, 000万円 最高入札価額1, 500万円 

       公売保証金100万円 

       1, 500万円＞次順位買受申込者≧（ 1, 500万円―100万円）  

   ウ  入札書にて 次順位買受申込みを 行っ て いる こ と  

     （ 入札書のチェ ッ ク 欄に「 〇」印の記載があ っ た 入札者のみ該当）  

     なお、 次順位買受申込者が２ 人以上いる 場合は、く じ で次順位買

受申込者を 決定し ま す。 く じ を する 場合、 入札者又はその代理人が

開札の場所にいない又はく じ を 行わな い者があ る と き は、公売事務

を 担当し て いな い職員がその者に代わっ て く じ を 行いま す。  

   ※ 次順位買受申込者の公売保証金は、最高価申込者に売却決定を 行

っ た 後（ 11月24日以降）、「 公売保証金振込通知書兼充当申出書」 に

記載さ れた 口座へ振込によ り 返還する 手続き を と り ま す（ 返還に１

週間から ３ 週間程度要し ま す）。「 次順位買受申込者」 へのお申込み

は、公売保証金の返還に時間がかかる こ と を 御了承いただいた上で、

お申し 込みく ださ い。  

  ( 3)  最高価申込者及び次順位買受申込者の発表 

    担当から 電話連絡を当日の午後４ 時ま でに入れさ せていただき ま す。 

な お、 お電話が繋がら ない場合は、 留守番電話に折り 返し お電話を

いた だく メ ッ セージ を 入れる 場合があ り ま す。  

ま た 、 最高価申込者決定のお知ら せを 後日郵送し ま すので、 そち ら  

に記載の買受代金納付日ま でに代金の御用意を お願いし ま す。  

な お、最高価申込者及び次順位買受申込者以外の方には電話連絡は

いた し ま せん。  

  

 ３  追加入札 

   追加入札は、期間入札の方法で行いま す。 追加入札の価額は当初の入

札価額以上であ る こ と が必要です。当初の入札価額に満た な い価額で追

加入札を し た と き 又は追加入札すべき も のが入札を し な かっ た と き は、

国税徴収法第108条（ 公売実施のた めの適正化のた めの措置） によ り 公

売保証金を 没収し 、今後２ 年間は公売会場への入場及び入札等を 制限す

る こ と があ り ま す。  

  

 ４  公売保証金の返還 

   最高価申込者及び次順買受申込者と なら なかっ た入札者が納付し た公

売保証金は、 公売終了後「 公売保証金振込通知書兼充当申出書」 に記載

さ れた 口座への振込みによ っ て 返還し ま す。  
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   ま た 、 次順位買受申込者が納付し た 公売保証金は、 最高価申込者によ

る 買受代金の納付後に返還し ま す。  

   公売保証金の返還には、公売終了後（ 次順位買受申込者が提供し た公

売保証金について は、最高価申込者が買受代金を 納付し た 後） から ３ 週

間程度要する 場合があ り ま すので、 あ ら かじ め御承知おき く ださ い。  

 

 ５  売却決定 

   売却決定は、 令和８ 年11月24日（ 火） 午前10時に、 最高価申込者に対

し て 行いま す。最高価申込者又はその代理人が売却決定を する 場所に居

合わせな い場合において も 売却決定を 行いま す。  

た だし 、 売却決定の日ま でに、 最高価申込者が暴力団員等に該当し な 

いこ と の調査の結果が明ら かになら な い場合には、売却決定の日時及び

買受代金の納付の期限が変更さ れま す。  

   ま た 、 売却決定通知書は、 買受代金の納付後に交付し ま す。  

   な お、最高価申込者の決定若し く は最高価申込者に対する 売却決定が

取り 消さ れた と き 又は最高価申込者が国税徴収法第114条（ 買受申込み

等の取消し ） によ り 入札又は買受け の取消し を し た と き は、次順位買受

申込者に対し て 売却決定を 行いま す。  

 

 ６  買受代金の納付 

   売却決定を 受けた 方（ 買受人） は、 買受代金納付期限ま でに、 次に掲

げる いずれかの方法によ り 買受代金（ 入札価額から 公売保証金を 差し 引

いた 金額） の全額を 納付し て く ださ い。  

   複数の公売財産の買受代金を 納付する 場合は、売却区分番号ご と に買

受代金を 納付し て く ださ い。  

( 1)  現金を 箱根町総務部税務課に直接持参し て 納付する 。  

・ 受付時間は平日の8時30分から 17時ま でです。  

( 2)  箱根町から 送付する 納付書にて 金融機関で納付し 、 領収書（ 原本） 

を 箱根町に送付する 。  

( 3)  箱根町の指定口座へ振込によ り 納付する 。  

   ※ 振込手数料は振込人（ 買受人） の負担になり ま す。  

  ※ 納付方法は執行機関によ っ て 異な り ま すので、詳し く は各執行機 

関から の説明を 受けて く ださ い。  

 

 

 ７  権利移転及び危険負担の移転の時期 

  ( 1)  原則と し て 、買受人が買受代金の全額を 納付し た と き に、公売財産 
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を 取得し ま す。 た だし 、 次に掲げる 公売財産については、 そ れぞれの 

要件を 満た さ な ければ、 権利移転の効力は生じ ま せん。  

ア  農地等について は、 農業委員会等の許可又は届出の受理 

イ  その他法令の規定によ り 許可又は登録を 有する 者は、関係機関の 

許可又は登録 

( 2)  危険負担の移転の時期は、 原則と し て 、 買受人が買受代金の全額を 

納付し た と き です。 し たがっ て、 買受代金納付後に公売財産上に生じ

た 危険（ 損傷、 盗難、 焼失等） によ る 損害は買受人が負担する こ と に

な り ま す。  

    な お、 農地等の危険負担の移転の時期は、 農業委員会又は都道府県 

知事の許可若し く は届出の受理があ っ た と き です。  

 

 ８  権利移転手続き  

( 1)  所有権移転の登録手続き は買受人の請求に基づいて 箱根町が行い 

ま す。      

「 所有権移転登記の請求書」 に必要書類を 添付し て、請求し て く だ

さ い。 こ の場合、 登記に必要な 費用は買受人の負担と な り ま す。  

( 2)  権利移転に必要な 書類及び費用は次のと おり です。  

    ア  住所証明書（ 住民票の写し （ ※ 個人の場合、 個人番号の記載がな いも の））  

※ 本人確認書類と し て提出済の場合は不要 

    イ  登録免許税相当の印紙又は領収証書 

     【 固定資産評価額×20/1, 000 相当額】  

    ウ  市町村が発行する 固定資産評価証明書 

    エ 登記関係書類の郵送料（ 配達証明相当分の切手）  

    オ 公売財産が「 農地等」 の場合には、 農業委員会又は都道府県知事 

の発行する 農地法許可書若し く は受理通知書 

    ※ 詳細について は、 落札後に説明があ り ま す。  

( 3)  箱根町は、 不動産の直接の引渡し は行いま せん。 し た がっ て 、 公 

売財産内に居住者が存在する 場合の明渡請求や公売財産内に動産類が 

存在する 場合の取扱いな ど について は、すべて 買受人の責任において 

行う こ と にな り ま す。  

 

９  適格請求書（ イ ン ボイ ス ） の交付について  

   公売財産が適格請求書（ イ ン ボイ ス ） 発行事業者の所有する 消費税課

税資産の場合、 買受人から 箱根町に交付請求があ っ た と き は、 箱根町か

ら 適格請求書（ イ ン ボイ ス ） を 交付する こ と ができ ま す。適格請求書（ イ

ン ボイ ス ） が必要な 場合は、 箱根町総務部税務課ま で問合せく ださ い。 
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第４ 章 その他 

 １  公売中止 

買受代金の納付の前に、公売の原因と な っ た 税金の完納が証明さ れた 

場合や、災害発生、感染症の流行など やむを 得ない理由が生じ たと き は、  

公売が中止と な り ま す。  

   公売中止について は、公売情報ま た は箱根町総務部税務課の公売担当

に直接御確認く ださ い。  

  

２  最高価申込者決定等の取消し  

次に該当する 場合は、 直ち に最高価申込者決定等を 取り 消し ま す。  

( 1)  売却決定前に公売財産に係る 滞納税等の完納の事実が証明さ れた と  

  き  

( 2)  最高価申込者等が国税徴収法第99条の２ 各号に規定する 暴力団員 

に該当する と き  

( 3)  最高価申込者等が国税徴収法第108条第１ 項の規定に該当する と き  

 

 ３  売却決定の取消し  

   次に該当する 場合には、 直ち に売却決定を 取り 消し ま す。  

( 1)  売却決定後、 買受代金の全額が納付さ れる 前に、 公売財産に係る 滞 

納税等の完納の事実が証明さ れたと き  

( 2)  買受人が買受代金の納付の期限ま でに、 買受代金を 納付し な いと き  

( 3)  買受人が国税徴収法第114条（ 買受申込み等の取消し ） の規定によ  

り 、 買受けを 取り 消し たと き  

( 4)  国税徴収法第108条第２ 項（ 公売実施の適正化のた めの措置） の規 

定によ り 、 最高価申込者等の決定を 取り 消し た と き  

  

 ４  入札等又は買受け の取消し  

最高価申込者等の決定又は売却決定を し た 場合において 、国税通則法

第105条第１ 項た だし 書（ 不服申立があ っ た 場合の処分の制限） その他の

法律の規定に基づき 、 入札後の手続き が停止（ 滞納処分の続行の停止）

さ れる 場合があ り ま す。  

こ の場合、 手続き が停止し て いる 間は、 その最高価申込者等又は買受 

人は、 その入札等又は買受けを 取り 消すこ と ができ ま す。  

 

５  契約不適合責任 

箱根町は公売財産の種類又は品質に関する 不適合について の担保責 
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任を 負いま せん。  

  

 ６  公売保証金の没収 

買受代金の全額を その納付期限ま でに納付し ないこ と によ り 売却決定 

を 取り 消し た と き は、買受人の提供し た 公売保証金は没収し 、その公売 

に係る 滞納税等に充て 、 な お残余があ る と き は、 こ れを 滞納者に交付し  

ま す。  



銀行振込みによ る 公売保証金の提供についての注意事項 

 

銀行振込みによ って公売保証金の提供を行う 場合は、以下の事項に御留意く だ

さ い。  

 

１  公売保証金の振込み 

公売保証金の振込みは、 公売の入札者でなければでき ま せん。  

公売保証金の振込みと 公売の入札者が異なる 場合は、入札は無効と なり ます。 

 

２  公売保証金の提供期限 

公売保証金は、公売保証金の提供期限ま でに下記口座に入金済みと なる こ と

が必要ですので、「 電信」 又は「 至急扱い」 と し てく ださ い。  

振込手数料は入札者の負担と なり ま す。  

公売保証金は振込後、その取消し 又は変更はでき ま せんので御注意く ださ い。 

 

３  振込金受領書の提出 

「 公売保証金振込通知書兼充当申出書」 に、金融機関から 交付さ れた振込金 

受領書（ 写し ） を貼付し 提出し てく ださ い。  

 

４  最高価申込者等と なら なかっ た場合の保証金返還方法 

開札の結果、 最高価申込者等と なら なかっ た場合は、 公売保証金を「 公売保

証金振込通知書兼充当申出書」 の「 公売保証金返還請求書」 欄に記載さ れた金

融機関の口座へ、 振込みによ り 返還し ま す。  

※ 公売保証金の返還は、 開札終了後、 ３ 週間程度かかる 場合があり ま す。  

 

５  公売保証金の振込先 

  公売保証金の振込先については、 箱根町総務部税務課にご連絡く ださ い。  

※振込人氏名の前に売却区分番号を記載し てく ださ い。  

 （ 例）  ハコ －１  ハコ ネ タ ロ ウ  



( 1)

( 2)

( 3)

( 4)

( 5)

( 6)

( 1)

( 2) 返信用封筒
氏名（ 名称） およ び送付先を 記載の上、
切手（ 110円） を貼付し 郵送用封筒（ 外封筒） に封入し て
く ださ い。

５ 　 上記１ から ４ ま での書類を 郵送する 場合

郵送用封筒（ 外封筒）
上記必要書類のう ち該当する も のを封入し て、
一般書留又は簡易書留によ り 郵送し てく ださ い。

３ 　 共同入札を 行う 場合に提出する 書類

共同入札代表者の届出書兼持分内訳書 共同入札を 行う 場合には提出し てく ださ い。

４ 　 農地に該当する 公売財産に入札する 場合に提出する 書類

買受適格証明書
農地に該当する 公売財産に入札する 場合には
提出し てく ださ い。

委任状 代理人が入札する 場合には提出し てく ださ い。

　 入札書提出用封筒( 内封筒）
売却区分番号等、 必要事項を 記載の上、
入札書を 封入し てく ださ い。

　 公売保証金振込通知書兼充当申出書
必要事項を記載し て、 金融機関の振込証明書の写し を 貼
付の上、 郵送用封筒（ 外封筒） に同封し てく ださ い。

　 暴力団関係者ではないこ と の陳述書
必要事項を記載し て、 郵送用封筒（ 外封筒） に同封
し てく ださ い。

・ 宅地建物取引事業者…宅地建物取引業の免許証（ 写し ）
　 ※有効期限が令和８ 年11月30日以降のも の
・ 債権管理回収事業者…債権管理回収業の許可証（ 写し ）

該当する 場合、 郵送用封筒（ 外封筒） に同封し てく
ださ い。

　 本人確認書類
入札形態ごと の本人確認書類（ 例） を参照の上、 必要書
類を 郵送用封筒（ 外封筒） に封入し てく ださ い。

２ 　 代理人が入札する 場合に提出する 書類

入札書等の必要書類一覧

入札期間

令和８ 年１ ０ 月３ ０ 日（ 金） から
令和８ 年１ １ 月６ 日（ 金） ま で

【 入札期間内必着】
※（ 直接持参する 場合） 窓口受付時間　 平日８ 時３ ０ 分から １ ７ 時ま で

１ 　 必ず提出いただく 書類

　 入札書
必要事項を記載し て、 入札書提出用封筒（ 内封筒）
に封入し てく ださ い。

別紙１



個人 法人

※共同入札の場合は共同入札用を 使用

共同入札者全員分
全法人分（ 共同入札
者が法人の場合）

※振り 込みの場合は「 振込金受取書」 の写し を 添付

※一般書留 又は 簡易書留

※入札期間内 必着

役員全員分 【 １ 物件につき １ 封筒 】

※法人の場合役員
分も 必要

※宅地建物取引業又は債権管理回収業の事業者の場合
（ 例１ ） 宅地建物取引業法によ る 免許証等（ 写し ）
（ 例２ ） 債権管理回収業の許可書等（ 写し ）

※（ 例１ ） は有効期限が令和８ 年11月30日以降のも の

本人確認書類

入
札
書
関
係

必
須

※受領証返信用（ 宛先
記入、 切手添付）

代
理
入
札
の
場
合

代理人が個人の
場合

代理人が法人の
場合

※窓口持参の場合不要

※法人で従業員等（ 代表権限を 有し ない者） が
入札する 場合にも 委任状が必要

公
売
保
証
金
関
係

必
須

入札書等の必要書類一覧

提出書類

自己の計算において入札等をさ せよ う
と する 者の確認書類

指定許認可等
を受けている
場合

従業員が入札す
る 場合

共
同
入
札
の
場
合

農地の場合

陳
述
書
関
係

必
須

個
人
の
場
合

法
人
の
場
合

自己の計算に
おいて入札等
をさ せよ う と
する 者がいる
場合

入札書

提出用

封筒

入札書

提出用

封筒

封入

委任状

公売保証

金振込通

知書兼充

当申出書

陳述書

（個人用）

陳述書

（法人用）

別紙「入札者

(買受申込者)

である法人の

役員に関する

事項」

＋

返信用

封筒

陳述書別紙
「自己の計算

において入札

等をさせようと

する者に関す

る事項」

別紙の別紙
「自己の計算に

おいて入札等を

させようとする

者（法人）の役

員に関する事

項」

＋

指定許認可等

を受けている

ことを証する書

類の写し

共同入札

代表者の

届出書

買受適格

証明書

免許証

等の写し

法人の登記

事項証明書

（最新のも

の）の写し

免許証

等の写し

法人の登記

事項証明書

（最新のも

の）の写し

免許証

等の写し

従業員等

の免許証

等の写し

代理法人の

登記事項証

明書（最新

のもの）の

写し

免許証等

の写し
免許証等

の写し

法人の登記

事項証明書

（3月以内）

の写し

法人の登記

事項証明書

（最新のも

の）の写し

封入

免許証等

の写し
免許証等

の写し

別紙１－２

代表者の

免許証等

の写し

代表者以外の役員
の本人確認書類（免許

証等の写し）は宅地建

物取引業の免許証等

の提出がある場合、

提出不要です。

※共同入札の場合、共同入札者

全員分の陳述書が必要

代理法人の

代表者の免

許証等の

写し

委任状
＋

※「共同入札代表者の届出書」に加え、

共同入札代表者全員からの「委任状」

が必要

※自己の計算において入札等をさせよう

とする者が法人の場合

代表者以外の役員
の本人確認書類（免許

証等の写し）は宅地建

物取引業の免許証等

の提出がある場合、

提出不要です。

法人の登記

事項証明書

（3月以内）

の写し

代表者の免

許証等の写

し



提出書類

①本人確認書類（ 免許証等） の写し

①本人から の委任状

②代理人（ 個人） の本人確認書類（ 免許証等） の写し

①本人から の委任状

②代理人（ 法人） の登記事項証明書（ 最新のも の） の写し

③代理人（ 法人） の代表権限を有する 者の本人確認書類（ 免許証等） 又は

　 担当社員の社員証の写し

①共同入札代表者及び共同入札者の本人確認書類（ 免許証等） の写し

②共同入札者全員から 共同入札代表者への委任状

①共同入札代表者から 代理人（ 個人） への委任状

②代理人（ 個人） の本人確認書類（ 免許証等） の写し

①共同入札代表者から 代理人（ 法人） への委任状

②代理人（ 法人） の登記事項証明書（ 最新のも の） の写し

③代理人（ 法人） の代表権限を有する 者の本人確認書類（ 免許証等） 又は

　 担当社員の社員証の写し

①法人の登記事項証明書（ 最新のも の） の写し

②役員全員の本人確認書類（ 免許証等） の写し

（ 注１ ） 代表権限を 有する 者以外の役員の本人確認書類は
宅地建物取引業法によ る 免許証の写し 又は債権管理回収業の許可証の写し を 提出し ている
法人は不要です。

①法人の登記事項証明書（ 最新のも の） の写し

②代表権限を有する 者から 従業員等への委任状

③従業員等の本人確認書類（ 免許証等） の写し

④役員全員の本人確認書類（ 免許証等） の写し 　 上記（ 注１ ） に同じ

①代表権限を有する 者から 代理人（ 個人） への委任状

②代理人（ 個人） の本人確認書類（ 免許証等） の写し

①代表権限を有する 者から 代理人（ 法人） への委任状

②代理人（ 法人） の登記事項証明書（ 最新のも の） の写し

③代理人（ 法人） の代表権限を有する 者の本人確認書類（ 免許証等） 又は

　 担当社員の社員証の写し

①共同入札代表者及び共同入札者の法人の登記事項証明書（ 最新のも の） の写し

②共同入札者全員から 共同入札代表者への委任状

③共同入札代表者及び共同入札者の役員全員の本人確認書類（ 免許証等） の写し 　 上記（ 注１ ） に同じ

①共同入札代表者から 代理人（ 個人） への委任状

②代理人（ 個人） の本人確認書類（ 免許証等） の写し

①共同入札代表者から 代理人（ 法人） への委任状

②代理人（ 法人） の登記事項証明書（ 最新のも の） の写し

③代理人（ 法人） の代表権限を有する 者の本人確認書類（ 免許証等） 又は

　 担当社員の社員証の写し

自己の計算において入札等をさ せよ う と する 者の本人確認書類

　 （ 個人の場合： 免許証等の写し ）

　 （ 法人の場合： ①法人の登記事項証明書（ 最新のも の） の写し ）

　 　 　 　 　 　 　 ②役員全員の本人確認書類（ 免許証等） の写し 　 上記（ 注１ ） に同じ

【 本人確認書類と は】
運転免許証、 マイ ナン バーカード （ 表面のみ） 、 宅地建物取引主任者証の写し など 、 住所、 氏名及び生年月日等
が明記さ れた証明書の写し を 送付（ 又は持参） し てく ださ い。 なお、 運転免許証などをお持ちでない方は、 住民
票（ マイ ナンバーの記載のないも の） など住所、 氏名及び生年月日を 証する 官公署が発行し た書類を送付（ 又は
持参） し てく ださ い。
公売の入札にはマイ ナンバー（ 個人番号） は不要ですので、 マイ ナンバーの記載のない書類を 送付（ 又は持参）
く ださ い。

共
同
入
札

法
人

必須書類

代理人
が個人

代理人
が法人

代理人
が個人

代理人
が法人

自己の計算におい
て入札等を さ せよ
う と する 者がいる
場合

上記に
加えて

単
独
入
札

　 　 代表権限あり

　 　 代表権限な
し

　 　 （ 従業員
等）

※暴力団関係者ではないこ と の陳述書での「 自己の計算において入札等をさ せよ う と
する 者がいる 場合」 にチェ ッ ク し た場合

【 入札形態ご と の本人確認書類例】

入札者 入札形態

個
人

単
独
入
札

必須書類

代理人
が個人

代理人
が法人

共
同
入
札

必須書類

代理人
が個人

代理人
が法人

代
理
人
が
入
札
す
る
場
合

（
必
須
書
類
に
加
え
て
必
要
）

代
理
人
が
入
札
す
る
場
合

（
必
須
書
類
に
加
え
て
必
要
）

必
須
書
類

代
理
人
が
入
札
す
る
場
合

（
必
須
書
類
に
加
え
て
必
要
）

代
理
人
が
入
札
す
る
場
合

（
必
須
書
類
に
加
え
て
必
要
）



代金納付期限 令和８ 年12月11日（ 金） 午後2時

追加入札を行う 場合の実施日程
（ 最高価申込者に該当する 方が2名以上と なった場合）

追加入札の入札期間 令和８ 年11月13日（ 金） から 令和８ 年11月20日（ 金） ま で

追加入札の開札日時・ 場所 令和８ 年11月25日（ 水） 午前10時　 箱根町総務部税務課

売却決定日時・ 場所 令和８ 年12月11日（ 金） 午前10時　 箱根町総務部税務課

売却決定日時 令和８ 年11月24日（ 火） 午前10時

売却決定の場所 箱根町総務部税務課

代金納付期限 令和８ 年11月24日（ 火） 午後2時

公売保証金提供方法
箱根町役場総務部税務課に郵送又は持参
※（ 直接持参する 場合） 窓口受付時間　 平日8時30分から 17時ま で

必要書類の送付先
〒250-0398
神奈川県足柄下郡箱根町湯本256
箱根町総務部税務課収納係　 不動産公売担当

開札日時・ 開札場所
令和８ 年11月10日（ 火） 午前10時30分　 箱根町役場本庁舎4階第3会議室
開札の立会いを 希望する 場合は、 入札期間最終日の午後5時ま でに箱根町総
務部税務課にご 連絡く ださ い。

公売保証金提供期間
令和８ 年10月30日（ 金） から 令和８ 年11月6日（ 金）
（ 期間内に入金の確認ができ ない入札は無効です）

公売の日程等

公売の方法 期間入札　

入札期間
令和８ 年10月30日（ 金） から 令和８ 年11月6日（ 金）
( 入札期間内必着）
※（ 直接持参する 場合） 窓口受付時間　 平日8時30分から 17時ま で

別紙３


